
担当者： 
所 属： 
氏 名： 
連絡先： 
E-mail： 

別紙様式第１号（別記１別紙１のⅠの第３の１関係）  

 

 

番  号 

年 月 日 

 

地方農政局長等 殿 

 

事業実施主体名 

所  在  地 

代 表 者 氏 名 

 

 

○○年度産地生産基盤パワーアップ事業（うち新市場対応に向けた拠点事業者

の育成及び連携産地の体制強化支援）事業実施計画の（変更）協議について 

 

 

産地生産基盤パワーアップ事業補助金交付等要綱（令和４年12月12日付け４農産第

3506号）別記１の別紙１のⅠの第３の１の規定に基づき、関係書類を添えて協議する。 

 

 

 

（注）１ 関係書類として、別添の事業実施計画を添付すること。 

２ 特認団体の協議にあっては別紙様式第２号の特認団体協議書を添付すること。 

３ 記載事項及び添付資料が既に提出している資料の内容と重複する場合には、その

重複する部分については省略できることとし、省略するに当たっては、提出済の資

料の名称その他資料の特定に必要な情報を記載の上、当該資料と同じ旨を記載する

こと。 

４ 添付書類のうち、事業実施主体のウェブサイトにおいて閲覧が可能な場合は、当

該ウェブサイトのURL を記載することにより当該資料の添付を省略することができ

る。 

  

 

 



別紙様式第２号（別記１別紙１のⅠの第３の１関係）  

 

 

 

特  認  団  体  協  議  書 

 

 

 

事業実施主体の特認関係 

 

（注）１ 事業実施主体の定款、規約等を添付すること。 

２ 事業実施主体の事業実施計画書を添付すること。 

３ 必要に応じて地方農政局等が指示した書類等を添付すること。 

４ 記載事項及び添付資料が既に提出している資料の内容と重複する場合には、

その重複する部分については省略できることとし、省略するに当たっては、提

出済の資料の名称その他資料の特定に必要な情報を記載の上、当該資料と同じ

旨を記載すること。 

５ 添付書類のうち、事業実施主体のウェブサイトにおいて閲覧が可能な場合は、

当該ウェブサイトのURLを記載することにより当該資料の添付を省略することが

できる。 

 

事業実施主体名 

（特認団体名） 

代表者氏名 所在地 取組名 

  

 

 

  

特認とする理由  

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙様式第３号（別記１別紙１のⅠの第３の１関係）  

 

 

番  号 

年 月 日 

 

地方農政局長等 殿 

 

事業実施主体名 

所  在  地 

代 表 者 氏 名    

 

 

○○年度産地生産基盤パワーアップ事業（うち新市場対応に向けた拠点事 

業者の育成及び連携産地の体制強化支援）交付決定前着手届について 

 

 

産地生産基盤パワーアップ事業補助金交付等要綱（令和４年12月12日付け４農産第3506

号）別記１の別紙１のⅠの第３の１の規定に基づき、下記条件を了承の上、交付決定前に

着手したいので届け出ます。 

 

記 

 

１ 交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変の事由によって実施した事業に損失を

生じた場合、これらの損失は、事業実施主体が負担すること。 

２ 交付決定を受けた補助金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合におい

ても、異議がないこと。 

３ 当該事業については、着手から交付決定を受ける期間内においては、計画変更は行

わないこと。 

 

事業内容 事業費 着手予定年月日 完了予定年月日 理由 

     



別紙様式第４号（別記１別紙１のⅠの第３の２関係）              

 

 

番  号 

年 月 日 

 

地方農政局長等 殿 

 

事業実施主体名 

所  在  地 

代 表 者 氏 名 

 

 

○○年度産地生産基盤パワーアップ事業（うち新市場対応に向けた拠点事

業者の育成及び連携産地の体制強化支援）実施状況報告書の提出について 

 

 

産地生産基盤パワーアップ事業補助金交付等要綱（令和４年12月12日付け４農産第

3506号）別記１の別紙１のⅠの第３の２の規定に基づき、関係書類を添えて提出します。 

 

記 

 

添付書類 事業実施状況報告書（様式は別紙様式第１号に準ずるものとする。） 



別紙様式第５号（別記１別紙１のⅠの第３の３関係） 

 

 

番  号 

年 月 日 

 

地方農政局長等 殿 

 

事業実施主体名 

所  在  地 

代 表 者 氏 名 

 

 

○○年度産地生産基盤パワーアップ事業（うち新市場対応に向けた拠点事  

業者の育成及び連携産地の体制強化支援）の評価報告について 

 

 

産地生産基盤パワーアップ事業補助金交付等要綱（令和４年12月12日付け４農産第

3506号）別記１の別紙１のⅠの第３の３の規定に基づき、関係書類を添えて提出しま

す。 

 

記 

 

添付書類 評価報告書（様式は別紙様式第１号に準ずるものとする。） 

 

  



別紙様式第６号（別記１別紙１のⅠの第３の３関係）   

 

 

番  号 

年 月 日 

 

地方農政局長等 殿 

 

事業実施主体名 

所  在  地 

代 表 者 氏 名    

 

 

産地生産基盤パワーアップ事業（うち新市場対応に向けた拠点事業者の    

育成及び連携産地の体制強化支援）（○○年度）の事業実施に関する改善計画に

ついて 

 

 

○○年度において、産地生産基盤パワーアップ事業（うち新市場対応に向けた拠点事

業者の育成及び連携産地の体制強化支援）で取得又は効用が増加した施設等について、

当初事業計画の目的の達成状況が図られるよう、下記の改善計画を実施することとする

ので、報告します。 

 

 

記 

 

１ 事業の導入及び取組の経過 

 

２ 当初事業実施計画の成果目標が未達成となった理由及び達成に向けた取組 

 

成果目標 

目標年度における成果目標の達成率 

及び 

未達成となった理由等 
目標達成に向け

た取組 

達成率 未達成となった理由等 

    

    

 

  



３ 施設等の利用の実績及び改善計画 

（改善計画は、３カ年の計画とし、下記の様式により作成すること。なお、事業実

施状況報告書の写しを添付すること。） 

整備 

事業 
指標 

事業実施後の状況 改善計画 

目 標 

 

( 年) 

計画 

策定時 

( 年) 

１年目 

 

( 年) 

２年目 

 

( 年) 

３年目 

 

( 年) 

改善計 

画策定 

( 年) 

１年目 

 

( 年) 

２年目 

 

( 年) 

改 善 

目 標 

( 年) 

施設 

整備 

利用量 

（t、kg等） 
         

利用率 

（％） 
         

収支差 

（千円） 
         

収支率 

（％） 
         

累積赤字 

（千円） 
         

（注１）利用率は当該年度の数字を目標年度で除して求める。 

（注２）収支率は、収入／支出×100とする。 

（注３）目標年が４年以上の取組等、必要に応じて、適宜欄を追加して記入すること。 

 

 

 

 

４．改善方策 

（事業実施状況報告書の事業効果及び改善方策の欄を参照し、問題点の解決のため

に必要な方策を、事業内容の見直しを含め具体的に記述すること。） 

 

 

 

 

 

５．改善計画を実施するための推進体制 
 

 

 

【記入要領】 

 目標年度の成果目標の全部又は一部が達成されていない場合は、上記の１及び２に記

入し、施設等が当初の事業実施計画に従って適正かつ効率的に運用されていない場合は、

上記の１、３、４及び５に記入すること。 

  



別紙様式第７号 

年 月 日   

 

 

環境負荷低減のクロスコンプライアンスチェックシート実施者リスト 

 

 

 以下の者は、環境負荷低減のクロスコンプライアンスチェックシートのうち該当する

チェックシートに記載された各取組について、事業実施期間中に実施する（した）こと

を報告します。 

 

環境負荷低減のクロスコンプライアンスチェックシート実施者リスト 

番

号 
組織名、法人名及び代表者氏名又は協議会構成員氏名 

対象チェック

シート 

農 食 民 

１ ○○ ○○ ●   

２ △△法人 代表 △△ △△   ● 

３     

４     

５     

６     

７     

 

（注１）環境負荷低減のクロスコンプライアンスに取り組む全ての者を上記の表に記載

してください。必要に応じて行を増やしてください。 

 

（注２）「対象チェックシート」の略称については、以下のとおりです。該当する業種

にチェック（「●」等）を記載してください。 

  農：農業経営体向け（別紙様式第７号 別添１） 

  食：食品関連事業者向け（別紙様式第７号 別添２） 

  民：民間事業者・自治体等向け（別紙様式第７号 別添３） 

 


